
◎東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する法

律の一部を改正する法律 
（平成三〇年四月二五日法律第一九号）（衆）   

一、 提案理由（平成三〇年四月一二日・衆議院本会議） 

○古屋範子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及び内容を

御説明申し上げます。 

 本案は、平成二十八年熊本地震等の相次ぐ大規模災害や、全国的な建設需要の増大等

により、合併市町村の市町村建設計画に基づいて行う事業等の実施に支障が生じている

状況に鑑み、合併特例債の発行可能期間を、被災市町村については合併年度及びこれに

続く二十五年度に、それ以外の市町村については合併年度及びこれに続く二十年度に、

それぞれ五年間延長するものであります。 

 本案は、去る十日、総務委員会におきまして、全会一致をもって委員会提出の法律案

とすることに決したものであります。 

 なお、委員会におきまして、東日本大震災等に伴う合併市町村に係る地方債の特例に

関する件について決議が行われたことを申し添えます。 

 何とぞ速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

〇決議（平成三〇年四月一〇日） 

 政府は、東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部を改

正する法律案が、平成二十八年熊本地震等の相次ぐ大規模災害や、全国的な建設需要の

増大、東日本大震災の被災市町村における人口動態の変化等により、合併市町村の市町

村建設計画に基づいて行う事業等の実施に支障が生じている状況を踏まえ、合併特例債

の発行可能期間の再延長を行うものであることに鑑み、合併特例債に係る次の事項につ

いて措置すべきである。 

一 合併特例債の発行可能期間が合併市町村の一体感を早期に醸成するために設けられ

たものであることを踏まえ、合併市町村が、今後、合併特例債の発行可能期間の更な

る延長を行うことなく、今回の延長期間内に市町村建設計画に基づいて行う事業等を

住民合意を尊重し、実施・完了することができるよう、必要な助言を行うこと。 

二 今後、人口減少等により公共施設等の利用需要の変化が予想されることを踏まえ、

住民合意に基づいて合併特例債が効果的・計画的に活用されるよう、周知徹底を図る

こと。 

 右決議する。 

二、 参議院総務委員長報告（平成三〇年四月一八日） 

○竹谷とし子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近における合併市町村の実情に鑑み、合併市町村が市町村建設計画に

基づいて行う公共的施設の整備事業等に要する経費に充てるための地方債を起こすこと



ができる期間を延長しようとするものであります。 

 委員会におきましては、衆議院総務委員長古屋範子君から趣旨説明を聴取した後、立

法府の意思を踏まえ住民の合意を得て延長発行期間内に事業が完了するよう行政が取り

組む必要性、自治体への注意喚起及び問題点の把握等総務省が講ずべき対策等について

質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成三〇年四月一七日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

一、合併特例債の発行可能期間が合併市町村の一体感を早期に醸成するために設けられ

た趣旨を踏まえ、今回の延長発行期間を更に延長することなく、合併市町村が市町村

建設計画に基づく事業等を住民合意を尊重し、期間内に実施・完了することができる

よう、必要な助言を行うこと。 

二、今後の人口減少等による公共施設等の需要の変化等の地域の実情を踏まえ、合併市

町村において、住民合意に基づいて合併特例債が効果的・計画的に活用されるよう、

周知徹底を図ること。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


